
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インドネシア共和国 

地域開発政策支援プロジェクト 

終了時評価報告書 

社会開発部 

独立行政法人 国際協力機構 

平成16年12月

（2004年） 



目     次 
 

序 文 

地 図 

略語表 

評価調査結果要約表 

 

第１章 終了時評価調査の概要 ･････････････････････････････････････････････････････  1 

１－１ プロジェクトの概要及び経緯 ･････････････････････････････････････････････  1 

１－２ 終了時評価調査団派遣の経緯及び目的 ･････････････････････････････････････  2 

１－３ 調査団の構成 ･･･････････････････････････････････････････････････････････  2 

１－４ 終了時評価の方法 ･･･････････････････････････････････････････････････････  2 

１－５ 評価用PDM（PDMe） ･･････････････････････････････････････････････････････  3 

 

第２章 プロジェクトの実績 ･･･････････････････････････････････････････････････････  4 

２－１ 投入実績 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････  4 

２－１－１ 日本側投入 ･･･････････････････････････････････････････････････････  4 

２－１－２ インドネシア側投入 ･･･････････････････････････････････････････････  5 

２－２ 成 果 ･････････････････････････････････････････････････････････････････  5 

２－３ 第１次終了時評価報告書における提言への対応 ･････････････････････････････  8 

２－４ プロジェクト目標の達成度 ･･･････････････････････････････････････････････ 10 

 

第３章 評価結果 ･････････････････････････････････････････････････････････････････ 11 

３－１ 評価５項目の評価結果 ･･･････････････････････････････････････････････････ 11 

３－１－１ 妥当性 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 11 

３－１－２ 有効性 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 11 

３－１－３ 効率性 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 13 

３－１－４ インパクト ･･･････････････････････････････････････････････････････ 15 

３－１－５ 自立発展性 ･･･････････････････････････････････････････････････････ 15 

３－２ 結 論 ･････････････････････････････････････････････････････････････････ 15 

 

第４章 提言と教訓 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････ 19 

４－１ 提 言 ･････････････････････････････････････････････････････････････････ 19 

４－１－１ プロジェクト終了まで ･････････････････････････････････････････････ 19 

４－１－２ プロジェクト終了後 ･･･････････････････････････････････････････････ 19 

４－２ 教 訓 ･････････････････････････････････････････････････････････････････ 19 

４－２－１ 日本的ガバナンス支援 ･････････････････････････････････････････････ 19 

４－２－２ ガバナンス支援案件へのPDM適用について ････････････････････････････ 20 



付属資料 

１．調査日程 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 25 

２．主要面談者 ･････････････････････････････････････････････････････････････････ 27 

３．地域開発政策支援プロジェクトミニッツ ･･･････････････････････････････････････ 31 

４．最終評価用PDM（PDMe） ･･････････････････････････････････････････････････････ 77 

５．プロジェクト実績表 ･････････････････････････････････････････････････････････ 81 

６．評価グリッド調査結果表 ･････････････････････････････････････････････････････ 87 

７．各州評価結果 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････ 91 

８．インドネシア側投入結果 ････････････････････････････････････････････････････ 103 

９．日本側投入結果 ････････････････････････････････････････････････････････････ 105 

10．質問表調査結果 ････････････････････････････････････････････････････････････ 111 

11．地方行政能力向上プログラムミニッツ ････････････････････････････････････････ 117 

 



序     文 
 

インドネシア共和国では32年間にわたった中央集権的なスハルト体制が1998年５月に崩壊

し、民主化に向けた改革の一環として、地方分権を推進するために2001年１月より地方自治法

（1999年５月制定）が施行され、外交、国防、司法、宗教、金融・財政を除く権限が地方政府

に移譲された。 

こうした流れのなかで、インドネシア共和国の地域開発は、中央政府主導型から地域主導型

への転換が図られている。しかし、長い間中央主導型であったため、地方政府の経験不足は否

めない。今後、地方政府の権限で地域開発を進めていくためには、地方政府の開発政策立案及

び実施能力の向上が急務である。 

こうした状況を背景に、1999年にインドネシア共和国政府は我が国に対し、地方政府の地域

開発計画及び事業運営等の能力向上を目的とする協力を要請した。これに対する協力活動は、

2001年４月から３年間の予定で開始された。当初、個別専門家・チーム派遣のスキームで実施

されたが、2002年１月より技術協力プロジェクト化され、さらに、2002年４月に開始された「地

方行政人材育成プロジェクト」と併せて、「地方行政能力向上プログラム」を構成するに至って

いる。 

2003年９月にはプロジェクト終了時評価調査が実施されたが、同調査結果に基づき、2004年

２月には１年間の協力延長が合意された。 

今般、プロジェクト延長期間終了を2005年３月に控え、2003年に実施した終了時評価調査以

降これまでの活動実績の確認、目標達成度の評価を行い、今後の協力方針について相手国側と

協議するため、2004年11月28日から12月17日まで国際協力機構社会開発部第１グループ長  

木下 俊夫 を総括とする終了時評価調査団を現地に派遣した。 

本報告書は、同調査団の調査･協議結果を取りまとめたものであり、今後の国際協力活動の

進展に広く活用されることを願うものである。 

最後に、これまでプロジェクトにご協力頂いた内外関係各機関の方々に心から謝意を表する

とともに、今後の更なる発展に向け、一層のご支援をお願いする次第である。 

 

平成16年12月 

 

独立行政法人 国際協力機構 
 理事  松岡 和久 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ プロジェクトの概要及び経緯 

(1) プロジェクトの概要 

名 称 地域開発政策支援プロジェクト 

Project for Regional Development Policy for Local Governments 

協力期間 2001年４月８日～2005年３月31日（４年間） 

上位目標 中央政府（BANGDA）と対象州政府において、地方行政能力が向上す

る。 

プロジェクト目標 中央政府（BANGDA）と対象州政府において、地方自治を支援するた

め、地域開発分野における地方政府の管理能力（あるいは地方政府を

支援する能力）が向上する。 

期待される成果 (1) 地域開発計画が民主的にかつ地域イニシアティブに基づいて策定

され、実施される。 

(2) 地方政府の地域開発分野における人材が育成される。 

(3) 地域開発に係る州・市／県レベルの地域間協力が促進される。 

(4) 大学・NGO・民間セクター、住民組織等の地域開発関係者／機関

が、地域開発プロセスに適切に関与する。 

(5) 地域開発プログラム／プロジェクトが地域イニシアティブに基づ

いて策定され、実施される。 

 

 

(2) プロジェクトの経緯 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）では、1999年５月に成立した地

方分権化関連２法（地方自治法：法律22号／1999年、中央・地方財政均衡法：法律25号／

1999年、2004年）に基づき、2001年１月より地方分権化が実施された。同法により、中央

政府の機能は外交、国防等に限定される一方で、地方政府（州及び県・市）には一定の自

治権が付与され、地域に根差した効率的な行政を追求することになった。 

この地方分権化の流れのなかで、同国の地域開発は、スハルト大統領時代の中央政府主

導・トップダウン型から、地域ごとに異なる自然・社会・経済特性を踏まえた、地域のイ

ニシアティブに基づくボトムアップ型への転換、つまり地方政府自らが地域開発の政策策

定、制度設計、計画立案を行い、実施・管理することを求められている。しかし、長年の

中央主導型の地域開発からの脱却は容易ではなく、地方政府の地域開発政策立案・実施能

力及び経験の不足は否めず、地方政府主導の地域開発を実施するうえでその能力向上は喫

緊の課題となっている。 

このような状況にかんがみ、インドネシア政府からの要請に応じて、地方政府の地域開

発計画策定、事業運営等の能力向上を目的として協力活動が実施された。本プロジェクト

は、開始当初個別専門家チーム派遣として開始されたが、2002年１月より技術協力プロジ

ェクト化され、その後2002年４月１日の「地方行政人材育成プロジェクト」の開始に伴い、

同プロジェクトとともに2001年９月27日付ミニッツに基づき、「地方行政能力向上プログ
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ラム」を構成するプロジェクトとなった。 

なお、当初プロジェクト期間は3年間となっていたが、2003年９月に実施された第１次

終了時評価調査において、プロジェクト延長の必要性が提言されたことを受けて、2005年

３月末まで１年間延長された。 

 

１－２ 終了時評価調査団派遣の経緯及び目的 

今回の評価調査は、第１次終了時評価調査以降のプロジェクト活動を対象として実施され

た。 

今回の終了時評価調査は、以下を目的として行われた。 

(1) プロジェクト期間満了まで４か月を残すところとなり、2003年９月に実施された第１

次終了時評価調査からこれまでに実施した協力について、当初計画に照らし、プロジェ

クトの活動実績、管理運営状況、C/Pへの技術移転状況等について評価を行う。 

(2) 目標の達成度を判定したうえで、今後の協力方針を相手国側と協議する。 

(3) 評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点からプロジ

ェクトチーム、インドネシア側関係者と共にプロジェクトの終了時評価を行う。 

(4) 評価結果から教訓及び提言等を導き出し、今後の協力のあり方や実施方法改善につい

て協議する。 

(5) 協議結果を双方の合意事項としてミニッツ（M/M）に取りまとめる。 

 

１－３ 調査団の構成 

担当業務 氏 名 所  属 

団長・総括 木下 俊夫 独立行政法人国際協力機構 

社会開発部 第１グループ長 

地域開発・地方行政 下田 道敬 独立行政法人国際協力機構 

国際協力専門員 

協力企画 竹内 清文 独立行政法人国際協力機構 

社会開発部第１グループ ガバナンス・ジェンダーチーム

評価分析 小森園 浩人 株式会社UFJ総合研究所 

 

 

１－４ 終了時評価の方法 

 本終了時評価は、2003年９月時点での第１次終了時評価によってプロジェクトの１年間の延

長が決定されたことを受けて、第１次終了時評価調査以降の活動についてプロジェクト・サイ

クル・マネジメント（PCM）手法に基づいて以下のとおり行った。 

 

(1) 情報収集 

本プロジェクト評価のために実施した主な情報収集方法は以下のとおりであった。 

１） 2001年３月30日付のプロジェクト開始に関するM/M及び2004年２月27日付のプロジェ

クト延長に関するM/Mのレビュー 

２）日本人専門家によって作成された2003年10月以降の活動に関する資料のレビュー 
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３）プロジェクト関係者〔日本人専門家、インドネシア側C/P（中央及び地方）、現地ステ

ークホルダー（大学、NGO、ビジネスグループ等）、ローカルコンサルタント〕へのアン

ケート調査 

４）３）のアンケート調査を基にしたプロジェクト関係者へのインタビュー 

 

(2) ５項目評価 

収集した情報を基にして、評価時点の計画達成度についてプロジェクト実績表を作成し、

調査団内での協議で確認・修正したうえ、PCM手法の評価５項目の観点から多面的な評価

を行った。 

１）妥当性：インドネシア政府の開発政策やニーズとの関連でプロジェクト目標と上位目

標が合致しているかを検討した。 

２）有効性：プロジェクトがどの程度目標を達成したかについて、現時点での達成状況及

びプロジェクト終了時点での達成見込みを明らかにしたうえで、その成果がプロジェク

ト目標達成に貢献しているかという観点から検討した。 

３）効率性：投入と成果の関係について、投入のタイミング、質、量が成果に十分に寄与

するものであったかどうかを検討した。 

４）インパクト：プロジェクト実施によって生じた間接的・波及的効果、及びプロジェク

ト計画段階で予期されなかった正負の影響を検討した。 

５）自立発展性：プロジェクト終了後、その達成内容がどの程度維持され、あるいは発展

されるかを組織的、財政的、技術的側面から検討した。 

 

(3) 評価グリッドの作成 

(2)の１）～５）の評価項目ごとに更に小評価項目を設定し、評価グリッドを作成した。 

 

(4) 評価結果の取りまとめ 

評価グリッドに基づいて評価結果を記載したM/Mの日本側案をまとめ、それを基にイン

ドネシア側と協議を行い、両者間の合意事項を最終的なM/Mとして取りまとめて署名、確

認した。 

 

１－５ 評価用PDM（PDMe） 

本終了時評価は、2003年９月の第１次終了時評価結果を踏まえて、2003年10月以降のプロ

ジェクト活動に対して行うものであり、以上の経緯を踏まえて、評価用PDMについては第１次

終了時評価で使用したものをそのまま採用した。 

ただし、第１次終了時評価時点では「中央政府（BANGDA）と選定された州政府において、

地方行政の能力が向上する」というスーパーゴールが設定されていたが、そもそもM/Mにその

記載はないこと、この評価にはより長期的な視点が必要であり、現時点での評価はそぐわない

旨第1次終了時評価調査で日本・インドネシアの両者が合意したことを勘案し、今回の終了時

評価ではスーパーゴールを設定していない。 
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第２章 プロジェクトの実績 
 

２－１ 投入実績 

日本側及びインドネシア側から、評価対象期間中に行われた投入は以下のとおりであった

（詳細については付属資料９.及び８.を参照のこと）。 

 

２－１－１ 日本側投入 

(1) 専門家派遣 

１）長期専門家派遣（４名） 

・地域開発政策アドバイザー（BANGDA） 

・地域開発政策アドバイザー（西カリマンタン州BAPPEDA） 

・地域開発政策アドバイザー（北スマトラ州BAPPEDA） 

・地域開発政策アドバイザー（南スラウェシ州BAPPEDA／スラウェシ５州担当） 

２）短期専門家派遣（延べ６名） 

・地域開発ベストプラクティス・ワークショップ講師（４名） 

・ベストプラクティス事例集作成（２名） 

 

(2) 日本における研修 

１）C/P研修（延べ８名）：「地域開発計画の促進、調整、管理に関する研修」 

2003年度に４名のC/Pが日本での研修に参加した。 

No. 氏 名 所  属 研修時期 

1 Mr.Fazli Siregar BANGDA事業計画局長 

2 Mr.Alwin 北スマトラ州BAPPEDA施設インフラ課長 

3 Mr.Eka Kawirayu 西カリマンタン州BAPPEDA長官 

4 Mr.Sangkala Ruslan 南スラウェシ州BAPPEDA長官 

2003年12月７日 

～2003年12月13日

 

2004年度も、2005年1月11～21日の日程で４名が「地域開発計画の促進、調整、管

理に関する研修」に派遣される予定である。 

２）国別研修（延べ32名） 

2003年度から国別研修「地域開発マネージメント研修」コースが開講し、本プロ

ジェクトから2003年度（2003年12月２～26日）に16名、2004年度（2004年11月23～12

月22日）に16名、計32名が日本で受講した。 

 

(3) 機材供与 

パソコン、プリンター等のOA機器を中心に供与が行われており、本プロジェクトの４

つの事務所でそれぞれ十分に活用されている。 

 

(4) 現地活動費 

第１次終了時評価調査から2004年12月までに、現地でのワークショップ、セミナーの

開催や調査等の活動に約42億8,900万ルピアの費用が使われた。 
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２－１－２ インドネシア側投入 

(1) C/P及び支援スタッフの配置 

2004年２月27日に締結された本プロジェクトの期間延長に関するM/Mにおいて、イン

ドネシア側C/Pとして以下の12名が配置された。 

・BANGDA事業局長 

・BANGDA官房計画局長 

・北スマトラ州BAPPEDA長官 

・北スマトラ州国際・国内協力部長 

・西カリマンタン州BAPPEDA長官 

・西カリマンタン州BAPPEDA経済計画部長 

・南スラウェシ州BAPPEDA長官 

・南スラウェシ州BAPPEDA人材・組織開発部長 

・北スラウェシ州BAPPEDA長官 

・東南スラウェシ州BAPPEDA長官 

・中央スラウェシ州BAPPEDA長官 

・ゴロンタロ州長官 

従前はBANGDA事業局州計画課にインドネシア側運営事務局が置かれており、州計画課

長がC/Pに入っていたが、プロジェクト運営の効率化を図るため、運営事務局を州計画

課から官房計画局に変更し、官房計画局長がC/Pとなった。 

それぞれのC/Pの下には本プロジェクトを実施するうえで必要な支援スタッフが配置

されており、また活動内容によって必要な場合には他の部署からも支援スタッフが配置

されている。 

 

(2) 執務スペース／設備の提供 

BANGDA（ジャカルタ）、南スラウェシ州BAPPEDA、北スマトラ州BAPPEDA及び西カリマ

ンタン州BAPPEDA内にそれぞれ事務所スペースが提供されている。 

 

(3) プロジェクトに必要な運営コストの負担 

プロジェクトの運営に必要な予算がそれぞれ計上されている。 

 

２－２ 成 果 

評価対象期間における各成果の達成状況について以下に記載する（詳細については付属資

料５.及び６.を参照のこと）。 

(1) 成果１：地域開発計画が民主的にかつ地域イニシアティブに基づいて策定され、実施

される。 

以下の諸点から、まだプロジェクトの活動結果が実際に地域開発計画に盛り込まれては

いないものの1、成果はおおむね達成されたと判断した。 

                           
1 国家計画システム法が2004年９月に制定され、それに基づいて現在中央政府が５か年計画を策定中である。同法では、

地方政府の開発計画は中央政府の開発計画をベースにして策定されることになっているため、プロジェクトの活動結果

を組み入れた地域開発計画が策定されるのは2005年後半になる予定である。 
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１）2004年１月から２月に、地方政府の地域開発計画策定支援を目的として、BANGDAの

主催により地域開発ベストプラクティス・ワークショップが各地で開催され、約380

名の参加者を得た。このワークショップは地元学と一村一品運動の紹介を主眼とした

ものであったが、参加者に大変好評であり、各地でこれらの手法を用いた地域開発計

画策定が実施、若しくは予定されている。 

２）西カリマンタン州では、プロジェクト活動を通じて提案された内陸部開発計画とシ

ンベバス地域開発計画の各コンセプトが高い評価を受け、州政府は2005年以降に策定

される州開発計画に組み込んでいくことを決定している。特に内陸部開発計画は、州

政府が独自に計画している地域開発の３地域（国境地域、沿岸地域、州境地域）を結

ぶ計画として、州政府の方針決定に多大な貢献をしたと評価されている。 

３）北スマトラ州では、プロジェクトにおいて策定されたトバ湖総合環境保全型地域開

発M/Pが、州環境局の策定したトバ湖環境管理計画との調整が行われた結果、今後は

州の計画に組み込まれて実施されることになった。既にプロジェクト活動の一部とし

て、M/Pで提案されたPRA手法を用いたモデル事業（有機農法の導入）が実施されてお

り、さらに2004年8月には州政府及び関係県市の間で、2005年以降PRA手法による様々

な事業を実施していくこと、その予算としてインドネシア・アサハン・アルミニウム

社（イナルム社）からの手数料収入2の25％を配分することが合意された。 

４）南スラウェシ州では、プロジェクトにおいて実施された南スラウェシ州養蚕・絹織

物振興に関する調査が州政府から高い評価を受け、州政府の住民経済向上運動3（略

称Gerbang Emas）に調査結果を反映させることが決定している。既に州政府と関係４

県政府、ビジネスセクター、銀行、NGO、大学等が参加する養蚕業タスクフォースが

Gerbang Emasの下で設置され、養蚕・絹織物振興に関する覚書も締結されている。 

 

(2) 成果２：地方政府の地域開発分野における人材が育成される。 

以下の諸点から、成果はかなりの程度達成されたと判断した。 

１）現地のNGO、大学、ビジネスセクター、農民等のステークホルダーは、本プロジェ

クトにおけるセミナー、ワークショップ等の実施を通じて、住民との対話の重要性及

び住民参加による地域開発の必要性に対する地方政府の認識が著しく改善されたと評

価している。 

２）実際に地方政府の役職員にヒアリングをしてみても、本プロジェクトで実施された

セミナー、ワークショップ等を通じて地域住民と直接コミュニケーションをとる機会

が増えたこと、地元学やPRAなど住民参加型開発の手法を学べたことなどが有益だっ

たとする人が多かった。特にC/P研修や国別研修といった日本での研修の参加者は、

実際の参加型開発を見ることができた点を高く評価している。このように、地方政府

                           
2 イナルム社は、北スマトラ州のアサハン川の水力資源を利用してアルミニウムを精錬及び鋳造するために、日本・イン

ドネシア共同出資で1976年に設立された。1999年6月現在の出資比率は日本アサハンアルミニウム社（JBIC及び日本の

主要なアルミ精錬企業、商社が共同出資して設立）58.9％、インドネシア政府41.1％。同社は、水源であるトバ湖の周

辺地域開発振興のため、アサハン川の水使用手数料を北スマトラ州及びトバ湖周辺の県市に対して支払っている。 
3 南スラウェシ州知事の発表した「ビジョンとミッション」及び州政府の「2003－2004年南スラウェシ州戦略計画」を実

現するために、11の産品を対象としてスタートした産業振興政策。養蚕・絹織物も対象となっている。民間主導を主眼

としており、州政府は調整役、推進役として機能するが、計画実施に必要な資金等はすべて民間が独自に調達すること

を基本としている。 
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関係者は地域住民との関係において本プロジェクトの意義をとらえていることがうか

がえ、今後の地域開発にとって非常にプラスの効果があったと考えられる。 

３）一方で、本プロジェクトの活動に直接的に関与している地方政府役職員の数は非常

に限定的であり、また地方政府内に本プロジェクトで得られた知見を普及させていく

ようなシステムがまだ確立されていない。また、本プロジェクトでは計画策定能力に

重点を置いていたため、パイロットプロジェクトの実施にまでは至っていないケース

が多く、学んだことを実体験として確認できていないとの指摘も多く聞かれた。 

４）今後地方政府はパイロットプロジェクトの実施を通じてそれぞれの開発モデルを確

立させ、それらのモデルや地域開発関連のコンセプトを普及させる努力が必要である。

現在BANGDAと州BAPPEDAは、JICA専門家と協力して地域開発のベストプラクティスに

関するテキストを編集しており、これが今後の地方政府人材育成にとって役立つもの

と期待される。 

 

(3) 成果３：地域開発に係る州／市／県レベルの地域間協力が促進される。 

以下の諸点から、成果はある程度達成されたと判断した。 

１）西カリマンタン州のプロジェクト活動において策定したシンベバス地域開発M/Pコ

ンセプトでは、３つの県と１つの市において複数の産品を結びつけた地域間協力を提

案しており、州政府及び関係する県・市政府より高い評価を得ている。今後は州政府

が中心となってこの計画を推進していく予定であり、この案件を通じて地域間協力が

促進されるものと期待される。 

２）南スラウェシ州では、プロジェクト活動で実施した養蚕・絹織物振興に関する調査

において、川上（養蚕業：エンレカン県、ソッペン県）と川下（絹織物業：ワジョ県、

シドラップ県）を結んだ一体的な産業振興のための地域間連携を提案し、これが

Gerbang Emas運動に採用されている。2004年８月にGerbang Emasにおいて設置された

養蚕・絹織物業に関するタスクフォースには各県政府も参加している。 

３）「特産品としてのオレンジに焦点を当てた州間連携を通じた地域開発マネージメン

ト促進」に関するミニ・ワークショップが、2004年10月にプロジェクト活動の一環と

して、BANGDA主催で北スマトラ州、南スラウェシ州、西カリマンタン州の間で開催さ

れた。その後12月には３州関係者によるジャワの市場視察も行われ、共同マーケティ

ング、情報交換、技術協力、人材育成、ミカンクリニックという分野での地域間協力

の可能性について現在協議が進められている。 

４）州内での地域間連携に関しては政府役職員の多くがその重要性を認識しており、各

州とも今後とも連携強化を図っていくものと思われるが、州間連携になるとその実効

性に疑義を唱えるものも少なくなかった。特にオレンジを通じた３州間連携に関して

は、お互いがライバル関係にあるうえ、BANGDAに３州をまとめるだけのリーダーシッ

プがないとの指摘もあり、本プロジェクト終了後の自立発展性は低いという意見が地

方政府関係者には根強かった。一方で、農業関係者では共同マーケティングや疫病対

策等の情報交換などで連携を行うメリットは十分に認識されており、図らずも地方政

府がいまだに地域のニーズを十分には把握しきれていないことを浮き彫りにした。州

をまたぐ連携に関しては、今後中央政府（BANGDA）がコーディネーターとしての役割
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を果たしていくとともに、ある程度リーダーシップをとることも必要になると思われ

る。 

 

(4) 成果４：大学、NGO、民間セクター、住民組織等の地域の関係者が地域開発プロセスに

適切に参加する。 

以下の諸点から、成果はおおむね達成されたと判断した。 

１）現地ステークホルダーは、本プロジェクトを通じて地方政府との対話の機会が増え、

自分たちの意見が政策に反映される機会が増えてきていると評価している。 

２）西カリマンタン州のシンベバス地域の農業セクター開発計画では、地元のビジネス

セクターの意見が積極的に取り上げられている。 

３）北スマトラ州では、PRAによる有機農法導入事業において、地元農民が共同で機械

を購入し、自立的に事業を推進しようとしている。 

４）南スラウェシ州でも、Gerbang Emas運動では民間セクターが中心的役割を果たす予

定であり、養蚕・絹織物業のタスクフォースにも多くの企業家が参加している。 

５）しかしながら、まだそのように地域開発プロセスにかかわっているステークホルダ

ーの数は限られており、今後はムシュレンバン（計画調整フォーラム）等の制度を活

用してより多くの地域住民のニーズを政策に反映させていく努力が地方政府に求めら

れる。 

 

(5) 成果５：地域開発プログラム／プロジェクトが地域イニシアティブに基づいて策定さ

れ、実施される。 

以下の諸点により、成果の達成は限定的であると判断した。 

１）北スマトラ州のトバ湖周辺地域では、地方政府が相当額の予算を準備してPRAを用

いた事業実施を支援することを決定しており、農民も自費で機械を共同購入するなど、

自立的に事業を実施していくことが見込まれる。 

２）南スラウェシ州では11の産品に関するGerbang Emas運動を展開中であり、ここでは

地方政府はファシリテーターとしての役割を果たすのみで、民間が主導的に計画策定

を行っていくことになっている。 

３）このように地域住民のイニシアティブの高まりが見られる一方で、西カリマンタン

州では現地ステークホルダーから、地方政府首長クラスは参加型開発の重要性を十分

認識しているが、職員レベルではまだ十分にその意識が浸透しておらず、ギャップが

生じているとの指摘があった。他州でもやはり参加型開発が定着するかどうかは地方

政府首長のリーダーシップ次第という声があり、本当の意味で地域イニシアティブに

よるプログラム、プロジェクトの形成、実施が行われるには、もうしばらく時間がか

かるものと考えられる。 

 

２－３ 第１次終了時評価報告書における提言への対応 

2003年10月の第１次終了時評価報告書では、３つの点が提言として出されており、それぞ

れについて今回の評価対象期間にどのような対応がなされたかについて評価する。 
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(1) プロジェクト延長の必要性（追加協力） 

前回終了時に本プロジェクトが１年間延長されることになった理由が以下の２つである。 

１）各地域の成果の地域開発計画／政策への統合 

各地域における参加型開発及び地域間連携の事業成果を、中央政府及び地方政府

における政策に反映させる必要があるとの提言であったが、これについては既述のと

おり、各州で本プロジェクトの活動成果を州の計画に反映させようという動きが進行

中であり、おおむね達成できたと判断した。 

２）「地方行政人材育成プロジェクト」との連携 

「地方行政人材育成プロジェクト」との連携については、2003年度から同プロジ

ェクトで実施された「地域開発研修」での連携が期待されたが、実際には2003年度に

北スラウェシ州で1件だけ実績があり、2004年度も同州で１件計画されているだけで

あった。その背景としては、本プロジェクトの専門家はわずか１年間で事業成果を各

地方政府の政策に反映させなければならず、その課題を達成するだけで手一杯であっ

て連携事業まで手が回らなかったということがあげられる。 

ただし、現在本プロジェクトでは地域開発のベストプラクティスを集めたテキス

トを作成中であり、これが完成すれば研修事業のテキストとして活用できるものと期

待される。 

 

(2) プロジェクト実施における様々な連携の強化 

プロジェクトの実施において、日本側専門家が連携を仲介・調整するのではなく、中央

政府と地方政府、地方政府と現地ステークホルダーとの間で直接的に連携を強める必要が

あるとの提言であったが、これまでの日本側専門家の仲介活動が触媒となって、地方政府

と現地ステークホルダーとの間ではコミュニケーションの機会が多くなり、直接的な連携

が行えるまでになりつつあると評価できる。 

一方で、地方政府及び現地ステークホルダーへのヒアリングでは、本プロジェクトは中

央政府と地方政府の組織だった協力関係が築かれるまでには至らなかったとの声が多く聞

かれた。また、地方政府内ではBANGDAの果たすべき役割について十分なコンセンサスが築

かれてはいなかった。BANGDA自身は地方政府間のコーディネーターとしての位置づけを描

いており、今後はその役割を果たすための体制づくりを行っていくとともに、積極的に地

方政府とコミュニケーションをとる必要がある。 

 

(3) 政策化への方法論の確立 

この提言は、パイロット事業をいかに地方政府において政策に反映し、制度化するか、

さらにいかにして国家レベルの制度・政策策定に結びつけるか、その方法論を確立すべき

とのものであったが、実際には本プロジェクトでは計画策定能力向上に重点を置いていた

ためパイロット事業を展開するまでには至っていない。パイロット事業の成果を地方政府、

中央政府がいかにして制度・政策に反映させていくかは引き続き残された課題である。 
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２－４ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標は「中央政府と対象州政府において、地方自治を支援するため、地域開

発分野における地方政府の能力（あるいは地方政府を支援する能力）が向上する」であり、以

下の2つの指標が設定されている。それぞれの指標の達成状況は以下のとおりである。 

 

(1) 地方自治を支援するために改訂された地域開発計画、構想、戦略あるいはガイドライ

ンの数 

2004年10月に地方自治法（1999年22号法）及び中央・地方財政均衡法（1999年25号法）

が改定され、それぞれ2004年32号法と2004年33号法が制定された。新地方自治法において、

それまで県や市と同格とされていた州政府の位置づけが、県・市政府より一段上に改めら

れたため、州政府が県・市政府の活動を監督したり、調整したりすることができるように

なり、より高度な地域開発が可能となった。 

 

(2) 本プロジェクトにおいて訓練された人材の適切な配置 

評価時点では、専門家から技術移転を受けて、地域開発マネージメント能力を高めた

C/P等は適所に配置されている。 

 

さらに、ヒアリング結果から見ても、地方開発計画において参加型アプローチ等の手法を

適用する点などで地方政府の能力向上は顕著であるといえ、また前回評価報告書での提言事項

についても多くは達成できていることから、以上を総合的に判断すると、地方政府の能力向上

という点ではプロジェクト目標はかなりの程度達成されたといえる。 

一方で、以下の点で、中央政府と地方政府はより一層の努力を行う必要があると考えられ

る。 

① 既述のとおり、地方政府内で地域イニシアティブによる開発推進の重要性に対する認

識にギャップがまだあり、今後は本プロジェクトを通じて修得した参加型アプローチ等

のコンセプトを政府内で普及させていく努力が必要である。 

② 既述のとおり、本プロジェクトでは中央政府と地方政府の組織だった協力関係が築か

れるまでには至らなかったとの意見が多い。今後BANGDAは、地方政府間のコーディネー

ターとしての役割を果たすための体制づくりを行っていくとともに、積極的に地方政府

とコミュニケーションをとる必要がある。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 評価５項目の評価結果 

本プロジェクトの評価５項目による評価結果は以下のとおりであった。いずれの評価項目

についても、第1次終了時評価が実施された以降（2003年10月～）の事項、活動に関してのみ

評価している4（詳細については付属資料６.及び７.を参照のこと）。 

 

３－１－１ 妥当性 

以下の諸点から、本プロジェクトは第1次終了時評価以降も引き続き妥当なものであった

と判断される。 

 

(1) インドネシアでは以下のような新たな法的枠組みが定められ、地方分権化の流れが強

化されたことにより、地方政府は地域開発政策の立案、実行に関する能力向上が一層求

められている。 

１）2001年１月に施行された「地方自治法」（法律第22号／1999年）及び「中央・地方

財政均衡法」（法律第25号／1999年）が、2004年9月にそれぞれ法律第32号／2004年及

び法律第33号／2004年へと改定され、法律第32号／2004年では直接地方選挙の枠組み

を新たに定めるとともに、州知事は中央政府の代表として州内の地方政府に対する監

督権限を有することが明記された。 

２）さらに、2004年10月には国家計画システム法（法律第25号／2004年）が制定され、

中央政府が策定する国家開発計画と地方政府が策定する地方開発計画の枠組みが定め

られた。 

 

(2) 本プロジェクトは、地方政府の地域開発管理能力及び中央政府による地域開発支援能

力の強化を目的としており、特にインドネシア政府が2002年11月に発表している「地方

分権化支援に向けた能力向上の国家枠組み（National Framework for Capacity 

Building to Support Decentralization）」に示された課題のうち、地方人材開発、計

画システムの開発、移行期の運営能力向上といった課題に対応している。 

 

(3) ヒアリング結果から、３州における本プロジェクトの活動は、地方政府が中央政府か

ら求められている10のミッションのうち、グッド・ガバナンス・ミッションの達成に資

するものであり、それぞれの地域開発ニーズに合致したものとして高く評価されている。 

 

３－１－２ 有効性 

以下の諸点から、本プロジェクトは1年間延長されたことによって有効性は高まったもの

と判断できる。 

 

                           
4 ただし、2003年９月以前であっても、前回の報告書で触れられていない事実が今回の調査で判明した場合には、その点

についても追加的に評価するようにした。 
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(1) プロジェクト目標の達成度 

調査対象期間における成果達成状況は２－２に記述したとおりである。第１次終了時

評価時点からわずか１年程度の期間ではあるが、各成果において着実な進展が見られる。

第１次終了時評価調査では、成果１（地域開発計画の策定）、成果２（人材育成）、成果

５（地域開発プログラム／プロジェクトの実施）については「部分的に達成された」と

評価されたが、今回の調査では成果５を除いてかなり達成度は高いと評価した。さらに、

NGOや大学、企業等の現地ステークホルダーからは、本プロジェクトを通じた地域開発

に関する地方政府の能力向上について多くのコメントが出されており、それぞれの達成

された成果はプロジェクト目標の達成に有効であったと判断できる。 

一方で、成果５（地域開発プログラム／プロジェクトの策定・実施）については、各

州ともおおむね計画策定段階までは進んでおり、今後はこれをいかに実施していくかと

いうことが重要になる。地方政府の取り組み姿勢自体はかなり積極的であり疑問のない

ところであるが、実現には長期的な取り組みが必要であり、達成に向けて中央政府から

の適切なサポートが必要であると考えられる。これに対して中央政府（BANGDA）は、今

後は地域開発のファシリテーター役に徹し、様々な情報提供を通じて地方政府をサポー

トしていくとの方針はもっているものの、現在のところその方法論について具体的な案

は出ていない。また、成果３（地域間連携）については、州内連携については各州とも

積極的に推進しているのに対して、州間連携に関しては地方政府内にかなり懐疑的な意

見が多かった。これは、コーディネーターとしての中央政府（BANGDA）の力量について、

地方政府がまだ十分に信頼していないことが原因と考えられる。いずれも地域開発にお

ける中央と地方の協力体制が現時点ではまだ不十分であることを示しており、今後の課

題といえよう。 

 

(2) 第１次終了時評価報告書における提言への対応 

２－３に記述したとおり、第１次終了時評価報告書においてなされた３つの提言は、

プロジェクト活動をより効果的にプロジェクト目標達成につなげるための課題ともいえ

るものであった。結果としては、第１の提言である「プロジェクト延長の必要性」の根

拠となった２つの課題のうち、「各地域の成果の地域開発計画／政策への統合」に関し

てはおおむね達成できる見込みであり、その点でプロジェクトを延長したことによりプ

ロジェクト目標達成に対する有効性は高まったと評価できる。 

他方、「プロジェクト延長の必要性」の根拠としてあげられたもう１つの課題である

「地方行政人材育成プロジェクトとの連携」に関しては、現在作成中の地域開発ベスト

プラクティス集は地方行政人材育成プロジェクトのテキストとして効果が期待できるも

のの、それ以外ではあまり進展がなかった。また、第二の提言（「プロジェクト実施に

おける様々な連携の強化」）及び第三の提言（「政策化への方法論」）については、延長

期間中に十分な成果をあげられたとはいえず、今後の課題として残された。これらの原

因としては、特にインドネシア側関係者から、１年間という延長期間が短すぎた点に対

する指摘が多くなされた。これらの課題については、その性質上長期的な取り組みが必

要であると同時に、(1)で指摘したのと同様、中央政府と地方政府の協力体制構築が重

要である。その意味で、残された課題を解決し、本プロジェクトが継続して成功するた
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めには、今後の中央政府の取り組みが大きな鍵になるといえよう。 

 

以上、(1)、(2)からいえることは、本プロジェクトはプロジェクト目標のうち「地方政

府の地域開発管理能力向上」という点では非常に有効であり、その有効性は1年間の延長に

より更に高まったが、他方「中央政府の地方政府支援能力の向上」の点では必ずしも十分

な効果をあげられたとはいえないということである。このことは、本プロジェクトが当初

各州及びBANGDAへの個別専門家派遣という形態でスタートしたため、中央が地方でのプロ

ジェクト活動を監督・支援するという関係になっていなかったため、途中で技術協力プロ

ジェクト化したあとも中央－地方間での協力体制がうまく構築されなかったことが少なか

らず影響したと考えられる。BANGDA自身、本プロジェクトの反省点として、地方とのコミ

ュニケーション及びモニタリング体制が不十分であったため、BANGDAがファシリテーター

としての機能を十分に果たせなかった点をあげている。また、３－１－３に述べるとおり、

インドネシア側C/Pの予算不足と運営事務局の人材不足も影響したと考えられる。 

 

３－１－３ 効率性 

本プロジェクトは、投入及び管理体制の点から見て、かなりの程度効率的に運用されて

いたと評価できる。 

 

(1) 投 入 

日本側の投入は、M/M及びワークプランに従って質、量、時期ともに適切に実行され

ており、プロジェクトの効率性確保に寄与した。日本人専門家により企画、実施された

セミナー、ワークショップ、研修プログラムの予算は適切に利用されており、参加者か

らその質は高く評価されている。 

インドネシア側の投入についても、基本的にはワークプランに沿った形で行われてお

り、これまではプロジェクトの効率性を阻害するような状況は発生していない。その点

では、現在までのところインドネシア側投入も効率的に行われてきたと評価できる。 

しかし、実際にはBANGDA、地方政府ともに予算確保にはかなり苦労していた面もあっ

たようである。特にBANGDAは、C/P予算として年間約3,000万ルピアしか確保できず、3

州の活動をモニターするだけで使い切ってしまうため、ファシリテーターとしての独自

の活動を行うことは不可能な状況に置かれている。地方政府にしても、北スマトラ州の

PRA事業のように予算が確保できているプロジェクトは例外であり、今後パイロット・

プロジェクトを実施していくうえで、予算確保をどうやっていくかは重要な課題となっ

ており、中央、地方ともに将来的には予算面での制約から効率的な投入が阻害される可

能性はある。 

 

(2) 管理体制 

本プロジェクトのインドネシア側管理体制は、2004年２月27日付ミニッツに基づき、

４月に大幅に変更された（図３－１参照）。 

従前はBANGDA事業局州計画課にインドネシア側の運営事務局が置かれていたが、この

課は課長を含めて総勢３名の小さな部署であり、このプロジェクトを効率的に運営する
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BANGDA総局長〈決裁〉
実質：総局次長 

官房計画局長 
〈対外・対内調整〉

JICA、内務省、
州BAPPEDA他 

事業課１

事業課2 

事業課3 

タスクメンバ

RDPLG/ 
JICA 

事業計画局長 
〈事業実施〉 

ﾀｽｸ･ﾁｰﾑ

(出所) JICA専門家作成 

だけのキャパシティーを有していなかったため、情報が十分に上席者に上げられていな

かった。また、運営事務局はBANGDA内の他の部局だけでなく他省庁との連絡・折衝とい

った仕事も担当しなければならないが、経験がないためにどこにコンタクトしていいの

か分からず、混乱を招くこともしばしばであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ C/P変更に伴う情報・意思決定の流れの変化 
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このため、プロジェクト期間延長時のM/Mにおいて、運営事務局を州計画課から官房

計画局に移し、官房計画局長をC/Pとした。官房計画局はそもそも対外・体内調整をそ

の役割としている部署であることから、変更後は省庁間、中央－地方間の情報がスムー

ズに流れるようになり、効率性は格段に向上した5。 

 

３－１－４ インパクト 

プロジェクトの実施により正のインパクトが見られる。プロジェクト活動に参加した地

方政府役職員は、地域開発における参加型アプローチの重要性を十分に認識しており、実

際にどうやって参加型アプローチを実施するのかを理解することもできている。北スマト

ラ州は、地域開発において参加型アプローチを推進するために、独自にPRAファシリテータ

ーのトレーニングを実施した。西カリマンタン州では、政府役職員のみでなく、大学やNGO、

農民などの地元ステークホルダーも地域開発マネージメントの重要性を理解しており、今

後自らが主体となって地域開発を推進していこうという意欲がうかがえる。 

しかし、参加型アプローチ等の地域開発手法が実際に普及するかどうかは、今後開発し

たモデルを継続的に強化し、普及させる地方政府の努力次第である。 

 

３－１－５ 自立発展性 

制度的側面では、国家計画システム法が2004年10月に制定され、地方からのプロジェク

ト形成手続きが今後整えられていく予定である。このことからも分かるとおり、インドネ

シア政府は国策として地域開発を推進しており、制度面での自立発展性は今後徐々に確保

されていくものと考えられる。 

一方、資金面及び技術面での自立発展性については、若干難しい面があることは否めな

い。資金面については、既に３－１－３(1)で述べたとおり、BANGDA、地方政府とも予算的

には厳しい制約を受けており、今後プロジェクト推進上の足かせとなる可能性がある。ま

た、プロジェクトで開発されたモデルを確立し、更に発展させていくことは地方政府のキ

ャパシティーでは難しく、BANGDAがファシリテーターとして技術等の普及に努める必要が

あるが、現時点では体制が整っていないのが実情である。 

しかしながら、地域開発において最も重要である地方政府と地域住民による、プロジェ

クト継続、発展に対する強いコミットメントがあることから、以下の条件さえ揃えば本プ

ロジェクトの自立発展性は確保されると考えられる。 

① BANGDAが地方政府とのコミュニケーションを改善すべく継続的に努力すること。 

② BANGDAと地方政府が、地域開発における参加型アプローチを確立するために、人材開

発に対してより多くの予算を確保すること。 

 

３－２ 結 論 

(1) 本調査団は、2003年度の終了時評価調査から現在までの間、プロジェクトが地方政府

の地域開発マネージメント能力の更なる向上に寄与したことを確認のうえ、これをイン

                           
5 この点について、インドネシア側は情報の流れが改善したことは認めているが、それがC/Pの変更によるものではなく、

単に担当者が長い間やってきて手続等に慣れたからであると主張している。しかし、それでは短期間に急激に状況が改

善したことの説明がつかないことから、C/Pの変更が効率性改善に寄与したと評価した。 
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ドネシア側と合意し、さらに同終了時評価調査での計画どおり2005年３月で終了するこ

とを合意した。 

 

(2) 地方分権化をはじめとするガバナンス強化の試みについては、当事国自身が試行錯誤

を繰り返し国民的議論を経ながら内発的に方向性を模索して、地に足の付いた形で制度

化してゆくべきものである。これに対する国際支援もまた、上記のプロセスを尊重しそ

の促進を「側面支援」するべきものであり、その活動は必然的に、方向性の確認から始

まり試行錯誤のプロセスを経ることとなる。本件は正にそうしたプロセスをとることに

なった典型的な事例といえる。 

 

(3) 本プロジェクトが開始された2001年は、地方自治法22／1999号が施行された年である。

これによって始まった地方分権化改革は、国家の基本構造を揺るがす大変革であった。

ここ数年のインドネシア社会はこの変革の嵐にもまれながら、試行錯誤を繰り返して方

向性を模索してきたといえる。本調査のついひと月前、2004年10月になって、法令

22/1999号を大きく改正して州の権限を大幅に復活させると同時に国、州、県市それぞれ

の役割をより細かく規定した法令32／2004号が出されたこと自体、2001年の改革で行き

過ぎた部分を修正する「揺り戻し」的動きといえ、この国がいまだ試行錯誤の真っ最中

であることを示すものである。本プロジェクトはこうした流動的な状況に対応しながら、

地方分権化に向けた受け皿づくりとして不可欠である地方政府の地域開発計画策定能力

の強化をめざしたものである。そういう意味で本プロジェクトの実施のプロセスは、正

にインドネシアの地方分権化自体の試行錯誤のプロセスと期を一にした道のりであった

ということができる。 

 

(4) このような流動的な状況のなかでPDMを策定し、３年(当初)という限られた期間内に達

成すべき目標を設定して、そこまでのロードマップを設計すること自体が困難であった

ことは十分に理解できる。またインドネシア側の中央、地方の各機関自体が混乱のなか

にあってそれぞれの役割と相互の関係を暗中模索している状態のなかで、プロジェクト

の活動の方向性を定めること自体容易なことではなかった。 

 

(5) そのような混乱した状況のなかで日本・インドネシア双方の関係者の努力により、最

終的に地域開発の基本概念を構築したうえで、プロジェクト対象３州における具体的事

業の計画及び実施を通じてベストプラクティスを集積し、更にそれをモデル化するとい

う方針に行き着いた。こうしてプロジェクト対象3州において具体的事業が計画及び実施

され、モデル化に取り組まれているということは本件の大きな成果であるといえる。 

 

(6) 今後はこれらのモデルの精緻化と普及発展を進めることが重要となる。そのためには

州内では州BAPPEDA、州間での普及及び中央での政策への反映についてはBANGDAの任務が

重要となる。 
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（ロジスティック面での問題） 

(7) ミニプロから技プロに変更になった際にM/Mが結ばれていなかったこと。正式なリーダ

ーとしての委嘱がなされておらず、権限も与えられていなかったこと等。 

 

(8) 具体的なオブザベーションは以下のとおり。 

（中央） 

ａ）中央のBANGDAでは、プロジェクトの協力の下、インドネシアにおける参加型開発及

び地域間連携に基づく地域開発のベストプラクティスをBANGDAにて集約し、今後の地

域開発政策にBANGDA及び州BAPPEDAが生かすために、ベストプラクティス事例集作成

に取り組んでいる。 

 

（各州） 

ｂ）西カリマンタン州については、内陸部開発M/Pのコンセプト詳細化が完了し、シン

ベバス地域開発M/Pのコンセプト形成も2005年１月に完了する予定であることから、

今後はこれらの計画を実施に移す段階に入る。シンベバス地域開発は、シンカワン、

サンバス、ベンカヤンという１市２県にまたがる地域間連携事業であり、州政府及び

県政府も強い意欲をもって取り組む意向である。特に州政府は、本事業をモデルとし

て今後地域間連携を積極的に推進していくつもりであり、本事業を成功させることは

重要である。他方、内陸部開発計画については、国境地域、沿岸地域及び州境地域と

いう西カリマンタン州における開発3地域をつなぐプロジェクトとしてその重要性を

州政府は強く認識しており、またビジネスセクターを中心とした地元住民の期待も大

きい。しかしながらその実施に際しては、大規模インフラ整備を伴うことから、今後

中央政府及び関係機関を巻き込んだ形での推進が望ましい。日本側としては今後、上

記開発計画に含まれる個別具体的な事業について、CEP、草の根無償、JBICスキーム

等で、可能な限り実現できるようフォローすることが望ましい。 

ｃ）西カリマンタンでの本件協力については、マクロの地域開発計画を策定し、計画策

定段階までを対象としたモデル化をその成果とした。他の州においては、ミクロの地

域開発を対象として計画策定段階のみならず事業の実施まで含めてひとつのパッケー

ジとしてモデル化し、これを成果としたのとは、この点で異なる。 

ｄ）北スマトラ州については、「トバ湖周辺地域環境保全型総合開発管理計画の策定に

関する調査（トバ湖M/P）」に基づき、PRAによる有機農法事業はファシリテーター養

成からPRAの実施及びその結果に基づいた事業実施というモデルがサイクルで確立さ

れている。同M/Pではほかにも多くの事業が立案されており、これらの実現に同様の

モデルが適宜応用され開発手法として定着していくことが望まれる。日本側としては

この点のフォローを行うとともに、更なる事業化に向けてCEPその他のスキームで可

能な限り対応することが望ましい。 

ｅ）南スラウェシ州については、ミカン事業及び養蚕事業ともに州及び県に強い意欲が

あり、実施体制も整いつつある。こうした参加型手法を広く他の事業にも取り入れる

ことについては、既に政策化されており、関係機関におけるモデル化への意欲も高い。

しかしながら、ミカン事業及び養蚕事業ともに、いまだ計画段階からようやく実施段
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階に移ろうという時期にある。今後はこうした事業を成功させることが必要不可欠で

ある。なぜならば、両事業をベストプラクティスとして普及させるためには、それが

まず成功事例である必要があるためである。さらに、事業運営を通じて得られた経験

をフィードバックすることにより、モデルの精緻化が期待される。これらのフォロー

アップについては、他地域に比べても日本側からより強い支援が必要となると考えら

れる。 

ｆ）ミカン事業に係る３州間連携については、３州の農民や農業局等が参加したワーク

ショップ等を通じて、３州間の技術協力、品種の差別化による競合の回避及び収穫時

期の調整による価格下落の回避等の必要性が認識されるようになった。また、西カリ

マンタンにおけるミカン事業の復興の経験が南スラウェシ州北ルウ県での同様の問題

解決への取り組みに参考になっている。今後このような州間連携の重要性がより広く

認識され、推進されていくことが望まれる。 

ｇ）上記にかんがみ、調査団としては本件に必要な具体的フォローアップとして、

BANGDAに１名、南スラウェシ州BAPPEDAに１名の長期専門家を派遣することが望まし

いと考える。 
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第４章 提言と教訓 
 

４－１ 提 言 

４－１－１ プロジェクト終了まで 

(1) 中央では、現在進めているベストプラクティス事例集を完成させ、プロジェクト終了

時には、インドネシアにおけるより良い地域開発を促進していくために事例集をいかに

活用していくのがよいかを明確にし、専門家チーム、インドネシア側及びJICAインドネ

シア事務所の間で合意する必要がある。 

 

(2) ３州とも、事業のモデル化を視野に入れ、現在進めているパイロット・プロジェクト

を継続し、プロジェクト終了時には、その事業のモデル化、モデルの精緻化、さらにそ

の普及のためにどのようなフォローアップが必要かを明確にし、専門家チーム、インド

ネシア側及びJICAインドネシア事務所の間で合意する必要がある。 

 

４－１－２ プロジェクト終了後 

(1) BANGDAについては、地方のモデルを州外へ普及できるよう取り組み、またベストプラ

クティスワークショップ及びベストプラクティス事例集に基づき、地域開発に係るベス

トプラクティスを中央への政策に反映していくことが重要と考えられる。 

 

(2) 西カリマンタン州については、シンベバス地域開発計画及び内陸部開発計画が作成さ

れているため、州政府は中央政府及び他の関係機関と連携し、それらの計画を実施して

いく必要がある。 

 

(3) 北スマトラ州については、PRA有機農法事業で用いられている参加型アプローチは、

その持続可能な発展が見込まれるため、州政府は引続きその実施を主導していく必要が

ある。 

 

(4) 南スラウェシ州については、州及び関係する県政府がミカン事業及び養蚕両事業を成

功させ、ベストプラクティスとしてモデル化し、普及させていくことが重要である。 

 

(5) ３州間連携事業は、まだ開始されたばかりのものであり、今後BANGDA及び３州政府は

その活動を定着させ、モデル化し、普及させるため活動を継続する必要がある。 

 

４－２ 教 訓 

４－２－１ 日本的ガバナンス支援 

(1) ガバナンス支援のなかではこれまで欧米ドナーや国際機関を中心に、理論や大きな制

度モデルを外発的に持ち込んでこれを強引に導入するといった方法がとられることが多

かった。ところがプロジェクトチームの各専門家は、それだけでは役に立たない理論や

「まずモデルありき」の安易な方法をとることなく、地域をベースにした具体的な開発

事業を進め、これをベストプラクティスとしてモデル化するとともに実務経験を通した
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OJTによって州や県政府職員の開発能力を高めていくという地道な帰納法的方法をとっ

た。苦労してプロジェクトの方向性を模索した結果、地方分権化支援において試行錯誤

を通じた内発的な発展を助ける、日本的協力のひとつの方向性を提示したということが

いえる。そういう意味で今後の我が国のガバナンス支援にとって多くの示唆に富んだ事

例として参考にされるべきである。 

 

(2) こうした協力方法をとる場合、モデル事業を成功させることが必要不可欠になる。

「良いモデルと計画だったが失敗しました」では参考にできない。そういう意味で、本

件のようなケースでは、その協力目的は開発事業そのものではないが、事業の成功は協

力目的達成の必要条件となる。 

 

(3) 他方、協力の目的そのものはあくまでも地方政府の開発政策能力向上にあり、個別の

開発事業はそのための実践教材として実施されるものに過ぎない。本件でも見られたよ

うに、開発事業自体が一人歩きしてそれへの支援と誤解されては目的を見失うことにな

る。この点を常に意識して協力の開始前から関係各機関の間で確認しておくことが重要

である。また、個別事業の成功をそれだけで終わらせず、むしろ「その後」、つまりそ

れをモデル化し、集積して他の地域の参考として普及できる体制をつくる段階が必要不

可欠となる。 

 

４－２－２ ガバナンス支援案件へのPDM適用について 

(1) 地方分権化は試行錯誤の連続であり、それへの支援は、絶え間ない変化と混乱の真っ

只中での活動になることが一般的である。こうした状況のなかではPDMを通じた事前の

詳細な計画立案と厳格な案件管理、評価といったPCM的案件管理が必ずしも適当ではな

い状況があり得ることは、JICA内において今後広く認識され、議論されるべきである。 

 

(2) 本件においてもプロジェクトチームがPDM策定自体に大変苦労し、PDMが関係各機関の

間で合意に至ったのはプロジェクトの終了が近づいた段階になってからであった。こう

した事実にもかかわらず案件の評価はPDMにのっとって行うという原則を適用せねばな

らず、評価側としてはこの点でプロジェクトチームに公正でなくなることを避けるため

に苦労した。本件の場合、プロジェクトの真の成果は、地方分権化のプロセスを開始し

たインドネシアの混沌とした状況のなかで、インドネシア側と共に暗中模索、試行錯誤

を繰り返し、方向性を見いだして何とかPDM化し、これを実施してモデル化まで漕ぎ着

けたことにあり、PDMの策定そのものを含めたこのプロセスこそが正当に評価されるべ

きであると考える。もしも今回の調査において全く教科書どおりにPDMにのっとって評

価を下したとしたら、今回の結論とは全く違う、プロジェクトチームに不公正なものに

なったであろう。 

 

(3) この経験は我が国ガバナンス支援協力における今後の教訓として生かされなければな

らない。ガバナンス支援にPCM的案件管理方法が本当に適当なのかどうか、JICA内で再

検討されるべきではなかろうか。少なくとも案件実施前に数週間の調査程度でPDMを作



－21－ 

成するような形成方法は、ガバナンス支援には適当でない。それでもPDMをつくってそ

れによって協力を実施する方向性をとるとすれば、相手の状況を的確に把握し適正な計

画を立てること自体に時間と労力をかけることが重要である。ひとつの方法としては、

プロジェクトチームのTORそのものの一環として、まず現状分析と案件計画（PDM）策定

を含めることが考えられる。 

 

(4) 他方、地方分権化支援を3年、4年のプロジェクトで行って具体的成果を求めるという

こと自体、時間的スコープが短すぎて適当とはいえないのではないか、という疑問も惹

起する。地方分権化プロセスはどの国においても壮大な国家プロジェクトであり、10年、

20年、あるいはそれ以上かかることは珍しくない（日本の場合は戦後から数えても2000

年の分権化改革までに55年かけた）。この点、今回のプログラム化の成否は別にして、

「プログラム･アプローチ」の発想は、より長期的、マクロのスコープを取り入れられ

ること、変化に柔軟に対応できること、さらに構想・企画立案部分と実施部分のフィー

ドバック関係を可能にすること等の観点から、ひとつの解決法として希望がもてる。今

後途上国のガバナンス支援を考えるうえで検討されてもよいかと思われる。 
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付属資料１ 調査日程 

 

日程：2004年 11月 28日(日)～2004年 12月 18日(土) 
行程 月日 

木下団長 小森園団員 下田団員、竹内団員 
11/28 日 移動（成田→ジャカルタ） 
11/29 月 JICAインドネシア事務所表敬、打合せ

内務省援助調整局元長官表敬、ヒアリ

ング 
JICA専門家打合せ 
CESS (NPO)インタビュー 

11/30 火 PT.WIM (コンサルティング会社) イン
タビュー 
内務省地域開発総局計画局インタビュ

ー    
移動（ジャカルタ→メダン） 

12/1 水 JICA専門家打合せ 
北スマトラ州開発企画局長官表敬、打

合せ 
2003年国別研修参加者インタビュー 

12/2 木 北スマトラ州開発企画局インタビュー  
カロ県農業局インタビュー   
カロ県経済局インタビュー            

12/3 金 北スマトラ大学インタビュー 
Kubung Jeruk (NGO) インタビュー 
移動（メダン→ジャカルタ）     

 

12/4 土 資料整理 移動（成田→ジャカルタ）

12/5 日 移動（ジャカルタ→マカッサル） 
JICA専門家打合せ 

12/6 月 南スラウェシ州開発企画局インタビュー  
ハサヌディン大学、ゴワ自然養蚕センター、WWL（NGO) インタ
ビュー  

12/7 火 北ルウ県開発企画局、YAS（NGO）インタビュー   
南スラウェシ州経済局、ワジョ県商業局インタビュー     
移動（マカッサル→ジャカルタ）   

12/8 水 移動（ジャカルタ→ポンティアナック）

西 カ リ マ ン タ ン 州 開 発 企 画 局

（BAPPEDA）長官表敬、打合せ 
ビジネスセクター代表者インタビュー

12/9 木 西カリマンタン州副知事表敬、打合せ

トバス郡郡長、農民グループ代表者イ

ンタビュー 
12/10 金 

 

タンジュンプラ大学インタビュー 
西カリマンタン州農業局長官、シンカ

ワン市市長インタビュー  
YDT、YSDK (NGO)インタビュー 

12/11 土 移動（成田→ジャカ
ルタ） 

移動（ジャカルタ→ポンティアナック）

資料整理、団内協議 

移動（ジャカルタ→メダ

ン） 
（地方行政人材育成プロ

ジェクトの終了時評価に

参加） 
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12/12 日 団内協議 
12/13 月 JICAインドネシア事務所表敬、打合せ 

JICA専門家打合せ 
内務省地域開発総局計画局局長インタビュー（小森園団員のみ）  

12/14 火 内務省地域開発総局、各州開発企画局打合せ 
12/15 水 内務省援助調整局打合せ 
12/16 木 内務省援助調整局および地域開発総局（BANGDA）打合せ 
12/17 金 ミニッツ署名 

日本大使館報告 
JICAインドネシア事務所報告 
移動（ジャカルタ→成田）（木下団長を除く） 

12/18 土 成田到着 
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付属資料２ 主要面談者 

 

【ジャカルタ】 
内務省援助調整局 

 Drs. Nuryanto, MPA Head  

 Dr. Yuswandi A. Temenggung  ex-Head (current Head of Planning and Budget 
Bureau)  

 Dra. Mesranian MDev.Plg Head of Multilateral Cooperation Division 

  Mr. Imron Head of Bilateral Cooperation Division 

内務省地域開発総局  

 Drs. Lukman Nul Hakim, M.Si Head of Planning Bureau 

 Mr. Tavip Rubiyanto Section Chief of Program Evaluation Section, 
Planning Bureau 

 Mr. H. Agus Suksestioso Section Chief of Provincial Planning Division 

経済・社会研究センター (CESS／NPO) 

 Mr. Andi Ikhwan Executive Secretary 

 

【スラウェシ】 

南スラウェシ州政府 

 Dr. S. Ruslan MS  Chairman of BAPPEDA 

 Ms. Indah Siradju MT  Head of Institution and Human Resources 
Development of BAPPEDA 

 Ir. Zubair Suyuthi Head of Bureau of Economy 

北ルウ県 

 Mr. Arifin Junaidi Head of BAPPEDA 

 Mr. Kasim Alwi Head of DINAS Agriculture 

ワジョ県 

 Mr. Walinono Head of DINAS Industry and Commerce 

ハサヌディン大学 

 Mr. Abdul Madjid Sallatu Director 

ゴワ自然養蚕センター  

 Mrs. Bertha Sampe Staff 

NGO  

 Mr. Yudha Yunus Director, Wahana Wisata Lingkungan (WWL) 

 Mr. Ilham Iskandar Director, YAS 
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【北スマトラ】 

北スマトラ州政府 

 Ir. Budi D Sinulingga, MSi  Chairman of BAPPEDA 

 Mr. Junaidi Muslim Head of Human Resources / Socio-culture 
Development Planning Division of BAPPEDA 

 Mr. Surfan Nastion Head of Evaluation and Monitoring Division of 
BAPPEDA 

 Ir. Riadil A Lubis, MSi Head of Facilities and Infrastructure Division of 
BAPPEDA 

カロ県 

 Mr. Sustra Ginting Head of DINAS Agriculture 

ダイソ県 

 Mr. Sianturi Head of Bureau of Economy 

北スマトラ大学 

 Drg. Bakri Soeyono Project Director 

NGO  

 Mr. Vincent W. Munthe Director, Kebun Jeruk 

 

【西カリマンタン】 

西カリマンタン州政府 

 Mr. L.H. Kadir  Vice Governor 

 Ir. Nyoman Sudana  Chairman of BAPPEDA 

 Mr. Memet Agustiar Head of Economic Planning Division of 
BAPPEDA 

 Mr. Fat’han A. Rasyid, M.Agr Head of DINAS Food, Crops and Agriculture 

  シンカワン市 

 Mr. Awang Ishak Mayor 

トバス郡 

 Mr. Zanim Marhan Head 

 Mr. Madun Representative of Farmers Group 

タンジュンプラ大学  

 Dr. Ir. Saeri Sagiman, M.Sc Dean, Faculty of Agriculture 

 Dr. Ir. Dadan Kusnandar, M.Sc.  Faculty of Mathematics and Science 

 Dr. Ir. Gusti Zulkifli Mulki, DEA Faculty of Technics 

NGO 

 Mr. Tambuk Bow, SH Staff, YDT 

 Mr. R. Rudi J. Utama Staff, YDT 
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 Mr. Marcell D. Lodo Staff YSDK 

ビジネスセクター 

 Mr. Eddy Suryanto C.E.O of CV. Maju Makmur 

 Mr. Budi Kurniawan President of KIMIA SARI 

 Mr. X. F. Asali President Director of PT. Trio Constant Mandiri 

 

【JICA】 

JICA専門家 

 谷本 寿夫  チーフアドバイザー 

 佐久間 弘行 アドバイザー／南スラウェシ州開発企画

局：スラウェシ 5州  

 皆川 泰典 アドバイザー／北スマトラ州開発企画局 

 藤本 襄 アドバイザー／西カリマンタン州開発企画

局 

JICA インドネシア事務所 

 加藤 圭一  所長 

 辻 尚志 次長 

 上田 大輔  所長代理 
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